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午前１０時００分 開議

○議長（馬場騎一君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、３日目の本会議を開き

ます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（馬場騎一君） 日程第１ 昨日に引

き続き、市政に対する一般質問を行います。

７番藤田光彦議員の登壇を願います。

○７番（藤田光彦君） おはようございま

す。

夏風邪を引いておりますので、ちょっと見

苦しい点が出ると思いますが、御了承をお願

いします。

７番民主党の藤田光彦、通告に基づきまし

て質問させていただきます。

最初に、高齢者の雇用について質問いたし

ます。

日本の平均寿命は、２０１０年の統計で

は、女性は８６.３９歳で世界第１位、男性

は７９.６４歳で、香港、スイス、イスラエ

ルに次いで世界第４位で、世界有数の長寿国

となっております。しかも、男性の平均寿命

は、ここ５年連続して過去最高を記録してお

ります。

５０年前には、女性の平均寿命は６７.７

５歳、男性は６３.６０歳でした。男性は、

定年退職後の第２の人生を考えるというよう

な悠長な時間はありませんでしたし、また、

女性も夫の亡くなった後の長い人生を１人で

生きていかなければならないということを、

今ほど憂慮することもなかったのです。

しかし、今このように平均寿命が延び、老

後を考えるということが、大学卒業後の就職

を考えると同じくらいに一生の大問題となっ

ております。

今の６０代が昔の４０代後半とちまたで言

われるように、体力も気力も十分あり、意気

軒高で日々を過ごしている方が、私の周りに

もたくさんおられます。

政府の統計では、２０１５年までに労働人

口は全体で９０万人減少し、そのうち１５歳

から２９歳までの労働人口は３４０万人減少

する一方、６０歳以上の労働人口は３４０万

人増加するということです。日本全体の労働

力維持にとって、高い就業意識を持つ高齢者

は重要な位置づけとなりつつあります。

このような状況の中で、政府は、それまで

努力目標であった高年齢者雇用安定法を平成

１８年に改正し、６０年定年以後も継続して

雇用することを企業に義務づけました。この

改正によって、企業は、６５歳までの定年引

き上げ、継続雇用制度の導入、または定年の

廃止のいずれかの措置をとることになったの

です。

この改正に伴い、政府は幾つかの助成金を

立ち上げました。まず、さきに述べた三つの

措置のいずれかを採用した場合、一定の額を

支給する中小企業定年引き上げ等奨励金。次

に、高齢者継続雇用の制度導入にあわせ、そ

の職域の拡大や、生き生きと働くことができ

るよう職場の環境整備を行った企業に、経費

の３分の１を５００万円を限度にして支給す

る高年齢者職域拡大等助成金。また、参加企

業において、その制度の導入等の措置をとっ

た場合や雇用環境の整備を支援する事業を

行った場合、その費用及び成果に基づいて最

高５００万円を支給する高年齢者雇用確保充

実奨励金などです。

しかし、このような政府による側面支援に

もかかわらず、高齢者の継続雇用はなかなか

軌道に乗っていないように見受けられます。

県によりますと、県下でもそのような助成金

を受け、高齢者の継続雇用を行っている企業

は１４社ほどで、また、当市では１社もない

ということです。

このように、これらの助成金が十分に活用

されない理由の一つには、この法律は基本的

に、平成２５年までに継続雇用制度の導入に

力点を置いており、社員を継続雇用しなくて

も企業には何の罰則も適用されないからで

す。
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企業は、この制度導入において、労使協定

を結ぶなり、就業規則をつくるなりして、継

続雇用の基準を定めなければなりませんが、

社員が納得いかないものであるなら、企業側

からでも、また、社員側からでも継続雇用を

拒否できるからです。この法律は、あくまで

も制度導入義務をうたっているだけなので

す。

また、今述べた改正高年齢雇用安定法とは

別に、特定求職者雇用開発助成金というもの

もあります。これは、定年退職とは関係な

く、高齢者や障害者、母子家庭の母等を継続

して雇用した場合、賃金の一部を助成するも

のです。

ハローワーク三沢管轄圏において、この助

成制度を活用して６５歳から７０歳までの方

を雇用している企業は１０社となっておりま

す。

また、これら政府による政策とは異なり、

地域にはシルバー人材センターがあります。

高齢者等の雇用確保のため、地域ごとに高齢

者が自主的に公益法人をつくり、請負や委任

という形で、高齢者に臨時的または短期的な

仕事をあっせんしております。市によります

と、現在４００名ほど登録しており、就業率

は８７.７％、３４２人の方々が仕事をして

いるということです。

政府の政策も十分に機能しておらず、地元

の雇用も十二分に図られていない状況のた

め、仕事を望む高齢者がたくさん見受けられ

るのが実情です。

さて、高齢者がどんなときに生きがいを感

じるかというある調査の結果では、孫など家

族との団らん、趣味やスポーツに熱中、友人

や知人との食事、雑談、テレビを見る、ラジ

オを聞く等の時間とともに、仕事に打ち込む

時間が上位に入っております。仕事以外は極

めてプライベートな時間に関するものです

が、仕事に打ち込む時間というものは、人と

の交わりが欠かせない社会性が強いもので

す。仕事を通じて地域社会とのかかわりを

持っていたいという気持ちのあらわれかと思

います。

実際、地域社会に積極的にかかわりを持つ

高齢者ほど、健康余命が長いことが知られて

おります。金額の多寡にかかわらず、働いて

報酬を得ることは、自尊心を高めるもので

す。

電通が２００６年に行った調査でも、男性

の７７％が定年後も働くことを希望しており

ます。高齢者が仕事を持つことが、どれだけ

老後の人生に大事なことか、自明のことで

す。

肉体的な単純作業も含めた、仕事ができる

年齢を６０代から７０代前半と考えまして

も、三沢市には４,０００人以上の方々がお

り、この中で、仕事を得ている者は、確実な

数はわかりませんが、平成１７年度の国勢調

査によると、農業・漁業従事者を除けば４０

０名ほどになっております。

年金受給年齢が６５歳に延びる一方で、そ

の額が減っております。高齢者にとっても、

少しでも働いて生活資金を補充すると同時

に、生きがいを満たすことができるなら、老

後の人生はより充実したものになるでしょ

う。

このようなことを考えるに、市が行う入札

に高齢者雇用条件を加えるのも得策の一つか

と思います。受注した企業に、受注額の１０

０万円ごとに高齢者１人を、少なくとも設定

最低賃金で週１日以上、その人の体力に合っ

た仕事に雇っていただけるようにするもので

す。企業にとって、１人月２万数千円ほどの

出費となりますが、１００万円の２％ほどで

すので、大きな負担にはならないと思いま

す。

もちろん、これはさきに述べた国の助成金

による高齢者雇用事業やシルバー人材セン

ター事業を否定するものではありません。む

しろそれらの事業の恩恵を受けることができ

ない高齢者のための補完的な簡易的支援措置

であります。

企業は法人格を持っており、社会の一員と

して、社会に対する義務・責任を負っており
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ます。加えて、近年、企業は協働のまちづく

りを行う主体の中の一つと位置づけられてお

ります。高齢者を雇用して社会に貢献するこ

とは、社会的義務の一端であります。

このような高齢者雇用条件を市が発注する

工事や委託業務の入札につけ加えることに関

しては、市はどのようにお考えか、お聞きい

たします。

次に、まちづくりについて質問いたしま

す。

少子高齢化は、日本の将来に大きく横たわ

る問題ですが、この言葉は、少子化と高齢化

という二つの異なる問題をあらわしておりま

す。それを一つにして述べていることは、世

界に類がないほど、この二つの問題が同時

に、しかも急速に我が国の中で進行している

からです。

他の多くの先進諸国でも少子化は大きな問

題でありますが、高齢化は日本ほど差し迫っ

た課題にはなっておりません。今のところ、

この問題は日本特有の問題なのです。

少子化は、端的に言えば、出生率が減少す

ることです。日本では、１人の女性が一生の

間に産む子供の数である合計特殊出生率が

２.０７なければ、人口が安定的に維持でき

ないと言われておりますが、過去３０年前よ

り１点台にとどまっており、少子化が長年に

わたり重要な課題になっておりました。

総人口は、２００４年の１億２,７８０万

人をピークに減少に転じ、２０１５年には１

億２,５４３万人、２０３０年には１億１,５

２２万人、２０４５年には１億４４万人にな

ると予想されております。

また、高齢化は、総人口に占める６５歳以

上の人口が増大した社会のことであります。

日本は、４０年前に高齢者の総人口に占める

割合が７％に達し、高齢化が始まり、１５年

前に１４％を超え、高齢社会に入り、４年前

から２１％を飛び抜け、超高齢社会になって

おります。

昨年は２３.１％になり、高齢者人口は２,

９４１万人にふえ、これが２０１５年には３

８％、３,３０７万人、２０２５年には４０

％を超え、３,５８９万人となり、生産年齢

人口の２人が高齢者１人を支える社会構造に

なると予想されております。

人口が減少する中で高齢化の割合が増大し

ていくことは、経済規模の縮小、国民総生産

の減少、社会活動の停滞、そして、社会福祉

費の増大をもたらすことになります。日本の

将来は、これらの問題をどのように解決して

いくかに大きな命運をかけているのです。

では、この少子高齢化は、地方自治体にど

のような影響をもたらすのでしょうか。

国立社会保障人口問題研究所は、２０３５

年における地方自治体の驚愕する未来図を描

き出しております。ざっと紹介いたします。

２０３５年には、５分の１以上の自治体が

人口５,０００人未満になる。２００５年に

比べて、人口が２割以上減少する自治体は６

割を超える。２００５年に比べて、０歳から

１４歳までの年少人口が４割以上減少する自

治体が７割を超え、１５歳から６４歳までの

生産年齢人口が４割以上減少する自治体は４

割を超える。２００５年に比べて、６５歳以

上の老人人口が５割増加する自治体は４分の

１に達し、７１歳以上の人口が２倍以上にな

る自治体も４分の１に達する。年少人口の割

合が１０％未満の自治体が３分の２を超え、

生産年齢人口の割合が５０％未満の自治体が

３分の２を超える。老人人口の割合が４０％

以上の自治体が４割を超え、７５歳以上の人

口割合が２５％以上の自治体が５割を超える

等々。

このように数字を並べても、想像するのは

難しいと思うのですが、要するに地方自治体

は少子高齢化の影響をこれからもろに受ける

ということなのです。

当市についても同じ状況が映し出されてお

ります。また、数字を並べますが、御了承を

お願いいたします。

さきの研究所の試算によれば、２００５年

の人口は４万４,２０５人で、これが２０１

５年には４万１,０７７人になり、２０２５
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年には３万８,７１２人、２０３５年には３

万５,８５６人になると予想されておりま

す。２５年後は今より７,０００人ほど減少

するということです。絶対数が４万２,００

０人ほどの当市にとって、７,０００人もの

減少はいろいろな面に大きな影響を及ぼすこ

とになると思います。

人口割合で言うと、年少人口は２００５年

の１７.３％から２０３５年には１２.８％

に、生産年齢人口は６４.５％から５６.７％

に、老人人口は１８.１％から３０.５％に、

その中で７５歳以上の人口は７.９％から１

８.３％になると予想されております。当市

においても少子高齢化の問題は、まさに避け

て通れない道なのです。

では、このような少子高齢化を踏まえて、

どのようなまちづくりを考えていかなければ

ならないでしょうか。

人口密度が低くなり、広がったままのまち

を効率的に運営していくためには、住民や商

店、公共施設をなるべく近接にまとめた、コ

ンパクトなまちづくりが必要となるのではな

いかと思います。

その主な理由を挙げますと、上下水道や道

路など、インフラの補修・更新にかかるコス

トの縮減、公共交通やごみ収集などの行政

サービスの効率的かつ効果的な運営、町内会

や自主防衛組織、消防団等の機能的効率性の

維持、コミュニティーの希薄化の防止、商

業・経済活動の効率性と活性化の促進、福祉

支援の効率的管理・運営、文化活動の円滑化

などです。

少子高齢化に備えて、コンパクトなまちづ

くりを今から考えていかなければならない必

要性を述べましたが、その方向に沿って、具

体的にどのようなことが今考えられるか。何

点か申し上げますと、建てかえが計画されて

いる古間木市営住宅を市のより中心部に建設

する、市の観光施設である先人記念館や寺山

修司記念館、歴史民俗資料館の街なか移転、

津波対策も兼ねて、浜通の住民が家を新築す

るときに内陸部への誘導などです。

少子高齢化の波は既に当市にもやってきて

おります。生徒数減少のために、５校の小学

校がこの数年で廃校になりました。交通弱者

や買い物難民と呼ばれる高齢者の問題や空き

家の問題も顕在化しております。

このように少子高齢化は、これからの市の

将来に大きな影響をもたらすことが予想され

ますが、どのようにそれに立ち向かい、将来

へのまちづくりを推し進めていくのか、市の

長期的展望をお伺いしたいと思います。

以上で、質問を終わります。よろしくお願

いいたします。

○議長（馬場騎一君） ただいまの７番藤田

光彦議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの藤田議員

さん御質問のうち、まちづくりにつきまして

は私から、高齢者の雇用につきましては総務

部長からお答えをさせますので、御了承願い

たいと存じます。

人口構造の高齢化につきましては、極めて

急速に進んでおりまして、少子高齢化への対

応は、当市のみならず我が国全体の課題であ

ると認識をいたしております。

厚生労働省が設置する政策研究機関であり

ます国立社会保障人口問題研究所の公表資料

によりますと、２０３５年の我が国の将来推

計人口は約１億１,０６８万人となる見込み

で、２００５年からの３０年間で約１３％減

少し、青森県でも２００５年の１４４万人か

ら２７％減の１０５万人になるとの推計が出

ているわけであります。

当市におきましても減少すると推計されて

おります。しかしながら、人口の減少傾向を

食いとめるためにも、さまざまな定住化対策

に継続的に取り組んでおりまして、何とかそ

の歯どめをかけたいと考えているのも事実で

ございます。

また、高齢化率は、全国平均で約２０％か

ら３４％に、青森県全体でも２３％から３８

％にと急速に高齢化が進行するとの試算がな
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されております。

当市においても約１８％から約３１％に

と、３０年間で大幅に増加する見込みであり

まして、県平均などと比較すると低い値では

ありますけれども、当市においても着実に高

齢化が進んでいくものと理解をいたしており

ます。

御提案のありました公共施設や一般住宅の

中心地区への集約につきましては、地域バラ

ンスやコミュニティーの保持などの視点から

重要でありまして、三沢市総合振興計画の策

定段階から、人口減少や、あるいは少子高齢

化を想定し、地域の特性を生かした福祉の充

実や生活基盤の整備などの各種施策を実施し

てまいりました。

今後とも各地域における産業構造あるいは

就業形態や生活様式の相違、伝統芸能あるい

は地域コミュニティー、歴史・文化、習俗や

風土等を勘案しながら、市民の皆様が住んで

よかったと思える地域づくりに努めてまいり

たいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（馬場騎一君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 御質問の高齢者

雇用についてお答えいたします。

６０歳以上の方への生活援助と生きがい支

援のために、市が発注するすべての工事、委

託業務において、高齢者雇用を入札の条件に

入れる考えはないかという御質問であります

が、現在、市が発注する工事等につきまして

は、透明性の確保、公正な競争の促進、適正

な施工の確保、不正行為の排除の徹底という

入札契約適正化の基本原則に基づき、入札及

び契約事務をとり行っているところでありま

す。

また、市が発注する工事の入札参加者の資

格要件を設定するに当たりましても、基本原

則に基づき、公共工事の適正な施工を確保す

るために必要な条件とするべきと考えており

ます。

以上のことを踏まえますと、入札の参加条

件に高齢者の雇用などの社会貢献の項目を組

み込むことは、民間事業者の雇用関係までに

介入することとなり、本来の目的を損なうお

それがあると考えられます。

このことから、入札契約適正化の観点か

ら、市が発注するすべての工事、委託業務の

入札において、高齢者の雇用を条件とするこ

とは適当ではないというふうに考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ７番。

○７番（藤田光彦君） 再質問させていただ

きます。

まず、少子高齢化の問題ですけれども、市

長が先ほど述べました三沢市総合振興計画、

これは１０年ごとに計画しておりまして、確

かに少子高齢化の将来的問題について少しは

触れておりますが、３０年後の三沢を見たよ

うな長期的な、例えばグランドデザインとい

いますか、まちづくりの総合的、長期的なグ

ランドデザインは一つも述べていないという

のが私の感想でしたが。

例えば、３０年後を見た長期的計画、まち

づくり計画について考えている都市は、まだ

そんなに多くありませんけれども、結構ある

わけです。東京都中野区とか、京都府の伏見

区とか、結構こういう先進地といっていいか

どうかわかりませんが、こういう３０年後の

まちづくりを見据えたことを計画している自

治体があるということは確かなことです。

というのは、少子高齢化というのは予見可

能、予測可能な問題であるとして、ちゃんと

人口がこれから１０年後、２０年後、３０年

後にはどのように減っているかというのは予

測できますので、それに合わせたまちづくり

というのは、今からでも全然遅くないわけで

あります。

そういう意味で、市としては、３０年後の

三沢市を見据えたようなグランドデザイン、

まちづくりに関するグランドデザインを考え

てみて、市民と一緒にそういうことを考えて

みるようなチャンスを与える、そういうこと

を、例えば何かで発表するようなことは考え
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ていないかどうか、お聞きします。

それから、高齢者の雇用についてですが、

確かに入札契約適正化原則の中には、それは

入れらないということはわかりますが、しか

し、別の枠組みをつくって、入札基準に織り

込むということはできないかどうか。つま

り、これは企業を適正的に選ぶというような

問題ではなくて、福祉的な要素を持っており

ますので、別の枠組みを持って、入札に関し

てこういう義務を入れることはできないのか

と、こういうことを質問させていただきま

す。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） まちづく

りに関する再質問にお答えいたします。

３０年後を見据えたグランドデザインをし

ている都市もあるので、三沢市もそういう長

期のグランドデザインを市民に提案したらど

うかという御意見でございますが、３０年後

を見据えたものは、総合振興計画上は１０年

であります。以前から、１０年でも長過ぎる

と。世の中の動きが余りにも早いものですか

ら、予測が５年とか、そのくらいが適切では

ないかと言われております。それで１０年に

しておりますが、一部の、例えば都市計画マ

スタープランであるとか、高齢者福祉の予測

等は３０年ぐらいの長期のものを勘案してご

ざいます。特に、都市計画のマスタープラン

については、３０年後の土地利用計画等が記

述してございます。

ですから、総合振興計画は、都市計画とか

高齢者の福祉計画を包含した計画ですので、

長期の視点も中には入ってございます。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 高齢者雇用の再

質問にお答えいたします。

高齢者の雇用を図るための枠組みにつきま

しては、雇用や労働条件などを総合評価落札

方式の評価項目として、社会貢献度を判断す

ることは可能という意見もございますことか

ら、今後、総合評価落札方式の評価項目とし

ての妥当性について、学識経験者等の意見を

聞きながら検討してまいりたいというふうに

考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ７番。

○７番（藤田光彦君） 再々質問させていた

だきます。

私も総合評価入札制度、多分これに入れる

ことはできるのではないかと思っておりまし

たけれども、今そういうお答えが出ましたの

で、引き続き研究してほしいと思いますけれ

ども。

まちづくりのあれですけれども、先ほど私

が言ったのは、総合的なまちづくりに関する

３０年後のマスタープラン、グランドデザイ

ンを言っておりまして、個別的に福祉に関す

るとか、そういうことを私はまだ言っており

ませんので。

ですから、そういう総合的なまちづくりに

は、先ほど申しましたように、小さなまちづ

くり、コンパクトなまちづくり、先ほどいろ

いろな理由を述べましたが、そういうことを

考えて、まちづくり全体の総合プランを市民

と一緒に考えていくようなことが必要ではな

いかと、そういう質問です。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 市民とと

もに、３０年後、長期の視点も入れてグラン

ドデザインを考えたらどうかということです

が、当市は、６本柱の中の一つに協働のまち

づくりということをうたっておりますので、

市民の方にも、３０年後の長期の視点での人

口減少とか、予見可能なデータについては、

こちらから積極的に提供しながら、話し合い

を進めて、まちづくりの骨格をつくり上げた

いと考えております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 以上で、７番藤田光

彦議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

３番瀬崎雅弘議員の登壇を願います。
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○３番（瀬崎雅弘君） おはようございま

す。みさわ未来の瀬崎雅弘が、通告に従いま

して一般質問をさせていただきます。

早速でありますが、防災関係について伺い

ます。

まずは、三沢市地域防災計画について伺い

ます。

三沢市地域防災計画は、昭和４３年１２月

に策定され、その防災計画の目的は、住民の

生命、身体及び財産を地震・津波災害から保

護し、被害を軽減して、郷土の保全と住民福

祉の確保を期することを目的に策定されてい

ます。

この計画の運用に当たり、この計画の修正

は「災害対策基本法第４２条の規定に基づき

三沢市の実情に合わせ毎年検討を加え、必要

があると認めるときは、青森県地域防災計画

及び指定行政機関等が作成する防災業務計画

に抵触しない範囲でこれを修正する」と記載

されています。これにより、これまで何度か

計画が修正されていますが、近年において

は、おおむね５年ごとに見直しされ、今日に

至っていると思います。

また、前回の定例会で多くの議員の皆様が

地域防災計画の見直し等について質問され、

総務部長は、「今回の震災を受けて、国の中

央防災会議が防災基本計画の地震・津波対策

等の抜本的な見直しを進めていることから、

県の地域防災計画の修正等の動向も踏まえ、

当市においても地域防災計画の見直しを行っ

てまいりたいと考えております。」「しか

し、地域防災計画の修正には、相当程度時間

がかかることから、問題点、検証を踏まえ

て、災害時の行動等を定めた各種マニュアル

の見直し、作成を速やかに行ってまいりた

い。」と答弁されました。

しかしながら、定例会終了後の７月中旬

に、平成２３年３月に策定された平成２２年

度修正版の三沢市地域防災計画が配付されま

した。この防災計画の内容について、平成１

８年に修正された防災計画と比較すると、今

回の修正は、三沢市災害対策本部の組織や防

災関係機関等の名称が現状の名称に変更され

たのと、風水害等編、地震編等に記載されて

いた各種資料が、様式・資料編に整理された

のが主体で、一部、企業防災等の計画が追加

された修正にとどまっていると思われます。

総務部長が答弁されたように、私も地域防

災計画の見直しには、今回の東日本大震災に

よる問題点等を把握し、その教訓を反映させ

るため、相当の時間が要すると思っていまし

たが、なぜこの時期に見直しが必要な防災計

画が改正されたかの理由がよくわかりませ

ん。

今回の東日本大震災により、三沢市は２名

の方のとうとい命が奪われたとともに、被害

総額は約７６億円と、甚大な被害を受けたこ

とによる防災計画の問題点の把握、また先

般、新聞に、東日本大震災の復興計画に市民

の意見を取り入れるため、アンケート調査を

実施し、防災対策のあり方を検証するとの報

道がありました。少なくとも現状の防災計画

の問題点及びアンケート調査の結果等を受

け、東日本大震災で得た教訓が三沢市地域防

災計画に反映されることが重要だと思いま

す。

特に、防災計画の目的である住民の生命・

身体及び財産を地震・津波災害から保護し、

被害を軽減して、郷土の保全と住民福祉の確

保を期するためには、地震発生後における津

波情報の速やかな伝達と、その情報による市

民の皆様の速やかな避難、そして、被災後の

三沢市の状況等に関する災害情報の提供が重

要だと思います。

そこで、伺いますが、総務部長は防災計画

の見直しには相当時間を要すると答弁された

にもかかわらず、定例会終了後の７月中旬に

平成２２年度修正版の三沢市地域防災計画を

配付されました。この見直しの改正作業は、

いつの時点の防災会議で検討され、平成２２

年度修正版としてこの時期に策定された理由

について伺います。

特に、総務部長が答弁された東日本大震災

による防災計画の見直しの関係について伺い
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ます。

２点目は、私は昨年の市議会第３回定例会

で、平成２２年２月に発生したチリ大地震に

よる大津波警報が発令されたにもかかわら

ず、避難率がわずか１.７％にとどまった理

由について伺いました。その答弁で、市長

は、「大津波警報発令とともに、確実に避難

する態勢の構築が重要でありますことから、

思い込みや自己判断を捨てて、迅速な避難行

動をとることが被害の軽減につながるものと

考えており、市民に対し、さらなる普及啓発

を図ってまいりたい、このように考えており

ます。」と答弁されました。

しかしながら、今回の東日本大震災で２名

の方のとうとい命が奪われました。市長が答

弁された市民に対するさらなる普及啓発とし

てどのような活動をされたか、伺います。

３点目は、コミュニティーＦＭ放送につい

て伺います。

コミュニティー放送とは、市区町村または

政令指定都市の行政区域内の一部の地域を放

送対象とする地域であります。従来のＦＭ放

送対象地域である広域放送や圏域放送より狭

く、小規模なイベントや場内放送などに用い

られるミニＦＭより広い範囲で活用される放

送制度であります。その放送単位のサイズか

ら、地域密着、市民参加、防災及び災害時の

放送がコミュニティー放送の特徴と言われて

います。

特に、防災行政無線と比べ、コストが１０

分の１から１００分の１と低いため、自治体

が第三セクターで参入する例が多く見られて

います。

また、臨時災害ＦＭ局は、臨時目的放送の

一種で、災害情報を放送することを目的とし

ており、最大６カ月以内、免許申請は自治体

の市町村長が行い、総務省電波監理局が許可

を出す仕組みになっており、開局の手続は簡

便であります。

今回の東日本大震災において、臨時災害Ｆ

Ｍ局は、コミュニティーＦＭ局からそのまま

転じたものを中心に、岩手、宮城、福島、茨

城の各県で２６局配局して、それぞれの地域

に密着した災害情報を放送しました。

三沢市は、中心市街地活性化基本計画に、

コミュニティーＦＭ放送事業を計画していま

したが、事業計画の見直しにより、その計画

は中止となりました。

今回、地震発生直後に停電となり、約２日

間にわたり多くの地域が停電となりました。

市民の皆様は、この間、災害状況等に関する

各種情報を十分に得ることができない状況に

ありました。

これまで、三沢市の各種情報等は、マック

テレビ等により提供を受けていましたが、停

電により十分な情報が得られない状況とな

り、市民の皆様のほとんどはラジオにより情

報を収集されたと思います。災害発生時、特

に停電時の情報収集はラジオが重要だと思い

ます。

今回の大震災を契機に、市民の皆様に対す

る情報提供手段のため、臨時災害ＦＭ局とし

て活用できるコミュニティーＦＭ放送事業に

取り組む必要があると思いますが、市として

の考えを伺います。

以上で、私の質問を終わります。答弁、よ

ろしくお願いします。

○議長（馬場騎一君） ただいまの３番瀬崎

雅弘議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの瀬崎議員

さんの御質問のうち、コミュニティーＦＭ放

送については私から、その他につきましては

総務部長からお答えをさせますので、御了承

願いたいと存じます。

東日本大震災の発生直後、市内全域で停電

が発生したことから、情報の収集及び伝達の

手段として、さまざまな問題が発生いたしま

した。

一つ目として、おっしゃるようにマックテ

レビでは、ブースターのバッテリー切れによ

りまして、市全体においてテレビが全く視聴

できなかったこと、二つ目として、ラジオで
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は、全国的な情報を得ましたが、市民は当市

に関する地域情報を得られなかったことなど

が挙げられると思います。災害時における情

報の重要性と、その確実な伝達手段の確保が

強く求められたところであります。

御質問のコミュニティーＦＭ放送につきま

しては、地域の特徴を生かした番組や、地域

住民の参加番組などの通常放送番組のほか、

災害時には、行政が市民に対して確かな防

災・災害情報等を提供することにより、地域

情報の発信拠点として、安心・安全なまちづ

くりに貢献できるものと認識をいたしており

ます。

コミュニティーＦＭ放送につきましては、

放送局の運営形態、あるいは専門性を要する

スタッフの確保や施設の整備、さらには維持

費等に多額の費用もかかることから、その費

用対効果や通常時の運用法など、多くの課題

を有していると思います。

このことから、現在、東日本大震災にかか

わる復興計画の策定を行っております三沢市

復興委員会において、これらの課題を整理し

ながら検討いたしておりますので、御理解を

賜りたいと存じます。

以上、私からであります。

○議長（馬場騎一君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 防災関連につい

ての御質問の第１点目、東日本大震災による

防災計画の見直しとの関係についてお答えい

たします。

本年７月に配付いたしました三沢市地域防

災計画は、昨年２月に発生したチリ地震に伴

う大津波警報対応等の検証により、昨年度見

直し作業を行い、本年２月１６日に開催いた

しました防災会議で了承いただいた後、県へ

協議し、３月２３日に県から三沢市地域防災

計画の修正について異議のない旨の回答をい

ただき、完成したものであります。

したがいまして、この地域防災計画は３月

１１日の東日本大震災前に作成されたもので

あり、大震災の検証等による修正は含まれて

いないものであります。

現在は、この大震災前の修正した地域防災

計画の災害対策本部組織体制による各対応の

マニュアル化を進めておりますことから、そ

の過程での問題点や、三沢市復興委員会での

検証結果並びに国、県の動向を踏まえて、地

域防災計画の修正をしてまいりたいと考えて

おります。

なお、修正時期につきましては、国の防災

基本計画や県の防災計画等との整合性を図る

ことも必要でありますので、国、県の修正時

期の動向を踏まえて対応してまいります。

次に、第２点目の市民への普及啓発につい

てお答えいたします。

地震・津波の発生時における避難者に対す

る普及啓発については、昨年１０月に三沢漁

港を中心とした三沢市防災訓練を実施すると

ともに、災害の際の初動対応でもある避難等

のため、三沢市全域の町内会や自主防災会に

おいて、地域の特性を生かした地域防災訓練

を実施いただいております。その中には、地

元消防団と連携した町内会や自主防災会もあ

り、確実に危機意識の高揚につながっている

ものと考えております。

また、東日本大震災を受け、６月には、沿

岸地区の町内会や自主防災会と意見交換を実

施するとともに、防災ボランティア団体など

による防災啓発研修への参加や、学校での防

災講話なども実施しており、今後におきまし

ても、避難等のマニュアル作成に関連した沿

岸地域の町内会や自主防災会との協議を行う

など、危機意識の醸成を図り、防災の普及啓

発活動を継続して取り組んでまいりたいと考

えております。

津波警報等発表時における避難を要する人

の確認に関しましては、避難指示等に関する

情報を防災行政無線やマックテレビ、市防災

メール等によりお伝えするほか、消防車両や

警察車両、市広報車により、漁港付近を含む

避難対象地区で避難広報を実施しておりま

す。

また、避難所において避難が確認できな

かった方に関しましては、消防団により、住
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居等で確認作業も行われております。

これら避難に関しましては、住民一人一人

の、みずからの命はみずから守るという危機

意識の醸成、地域にお住まいの高齢者や障害

者等、要援護者の方々の避難に関しまして

は、地域力により行う災害時要援護者避難支

援計画の運用が、災害対応の初動として減災

にもつながることから、今後も避難等に関す

るさらなる意識啓発活動を推進してまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ３番

○３番（瀬崎雅弘君） 何点か再質問させて

いただきます。

まず、防災計画につきましては、前回の定

例会のときに総務部長は、古いやつは今こう

いう状況で見直しさせているということを答

弁されたほうがよかったかと思いますけれど

も。

それで、その計画見直しについて、私は、

やはり大震災を受けたのですから、防災計画

そのものの見直し、これは必要というのは十

分認識されていると思いますけれども、新し

い平成２２年度修正版を出されときに、これ

は見直しが必要なのだから、この時点で、や

はり計画をもう１回見直すために策定しない

という判断もあったかと思うのですけれど

も、その点については、そのまま出されたと

いうふうに至った経緯、これを再質問しま

す。

それから、いわゆる避難指示については、

いろいろな訓練とかをやっておられるという

ことで、わかりました。やはりこれは市民の

皆様、行政も含めて危機管理、これが薄い

と。やはり今まで、昨年のチリのときも、大

津波警報が発令されても避難率１.７％、来

ないだろうと、来ても大したことないだろう

という認識があったと思います。

ところが、今回はすごい津波が来たと。こ

れについては、やはり最初の段階で停電に

なったということで、初動態勢のおくれとい

うのを私は思います。したがって、そういう

ふうな地震で発令されたという、行政防災無

線で発令するのがいいと思います。

やはり一番大事なのは、発令した以降の現

場確認ということですね。やはり海岸線沿い

に、ちゃんと避難しているかしていないかと

いう確認行為、これが必要だと思うのですけ

れども、今の防災計画には、ただ単に避難指

示というだけで、実際に現場へ行くというふ

うなことはうたってありませんけれども、こ

れは防災計画のほうにしっかりと明記すべき

かと私は思いますけれども、その点について

伺います。

あともう１点につきましては、コミュニ

ティーＦＭについては、今、復興委員会のほ

うで検討しているということでありますけれ

ども、実際に三沢市のＮＰＯ団体で、イベン

ト等でミニＦＭ等をやっている団体がありま

すけれども、そちらのほうに補助金等を出し

て、そういうふうなコミュニティーＦＭを実

施できるような支援態勢というふうなことは

考えておられるかどうか、再質問いたしま

す。

以上です。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） コミュニ

ティーＦＭの再質問にお答えします。

現在、ミニＦＭ局は、昨年の地産地消フェ

アで民間の方が行っております。それと、コ

ミュニティーＦＭをパティオフェスタで１０

日間ほど放送したことがあります。

そのように放送する団体が現実としている

ものですから、それに補助したらどうかとい

うことですが、補助するかどうか、まだ検討

はしてございません。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） チリ地震にかか

わる防災計画の修正についてなのですけれど

も、地域防災計画につきましては、修正され

たときは、災害対策基本法によりまして、公

表しなければならないとされておりますの
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で、御理解をいただきたいというふうに思い

ます。

それから、避難者の確認行為につきまして

は、防災計画に記載すべきだという質問だと

思うのですけれども、このことにつきまして

は、今後の検証の中で検討してまいりたいと

いうふうに考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ３番。

○３番（瀬崎雅弘君） １点だけ再々質問さ

せていただきます。

コミュニティー放送については、先ほど市

長のほうから、復興計画で検討しているとい

うふうに言われまして、政策財政部長は、補

助については検討していないというところ

で、ちょっと意味がわかりませんけれども。

いわゆる復興委員会では、コミュニティーＦ

Ｍ放送事業については検討している、しかし

ながら、市としては、まちでやっているＮＰ

Ｏ法人については、補助は検討していない

と、ちょっとその意味がわからないのですけ

れども。

したがって、いわゆる現在実施している、

イベントをやっているミニＦＭ局に対しての

補助事業も含めて、検討しているということ

かどうか、これを含めて再々質問いたしま

す。

○議長（馬場騎一君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 今、復興委員会の

ほうで、ＦＭ放送のことについて検討してい

ただいております。

今、議員のほうからも御紹介がありました

ように、このＦＭ局は、災害時の地域の情報

というものに非常に力になったと。それか

ら、阪神・淡路大震災でも、このＦＭ局が相

当な力を得たということがございまして、地

域のＦＭ局が震災に対して非常に有効である

ということは言われております。

そういう観点で、今、復興ということでの

検討をしておりますが、ただ、ふだん、これ

をどのように運営していくのか、これも含め

て検討しなければならないことでございます

ので、それらも踏まえながら、それから、復

興委員会の検討結果も踏まえながら、市とし

てどのように対応するかということを、今

後、検討してまいりたいというふうに思いま

す。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 以上で、３番瀬崎雅

弘議員の質問を終わります。

これをもって、一般質問を終結します。

─────────────────

◎日程第 ２ 認定第 １号から

日程第２８ 議案第７０号まで

○議長（馬場騎一君） 次に、日程第２ 認

定第１号から日程第２８ 議案第７０号まで

を一括議題といたします。

─────────────────

◎日程第２９ 議案質疑

○議長（馬場騎一君） 日程第２９ ただい

ま一括議題といたしました全議案に対し、議

案質疑を行いますが、この後、特別委員会も

予定しておりますので、質疑は大綱的なもの

に絞って願います。

なお、通告がありますので、発言を許しま

す。

１７番山本弥一議員。

○１７番（山本弥一君） ただいま議長のお

許しをいただきましたので、議案第５５号平

成２３年度三沢市一般会計補正予算（第３

号）について、議案質疑をさせていただきま

す。

今回、提案されている補正予算は、国庫補

助金等の決定通知に基づく漁船漁業復興事業

に対する補助金のほか、災害廃棄物処理業務

委託料や荷捌施設災害復旧事業並びに漁港内

施設復旧費等の予算措置と、緊要な一般行政

経費の補正であります。

この結果、既定額との累計では２２６億

３,９９０万円となり、前年度同期の予算額

との比較では３９億２,７４０万円、２１％

の増と相なっています。

東日本大震災発生から間もなく半年になろ

うとしています。今回の大震災で、本市にお
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いても漁港施設をはじめ、漁船等が津波に流

されて甚大な被害を受けました。その被害総

額は７７６億円余りに及び、中でも被害の大

きかった三沢漁港等の水産関係が４３億円以

上であります。

政府は、このたび、復興の基本指針をまと

め、それに沿って９月以降、本格的な復興予

算となる今年度第３次の補正予算を編成する

と言うが、政府は地元自治体に予算を積極的

に与え、早期の復興を達成できるよう支援す

べきでありますが、それが残念ながらできて

いません。

政府が震災後に編成した今年度第１次補正

予算では、がれき処理など復興費用として約

４兆円盛り込んだが、その財源はいずれも既

定予算の一部組み替えや税の振り分けで賄う

など、足かせになっているのが財源の問題で

あります。このことで予算措置が大幅におく

れているのが実情であり、被災地の早期復旧

や復興の妨げになっています。

今回の本市の補正予算では、歳出の中に漁

船漁業復興事業として、未来を拓くあおもり

漁船漁業復興事業費補助金６億９,３７５万

４,０００円、災害復旧費として、荷捌施設

災害復旧事業に１億７,８６０万９,０００

円、そして、漁港内施設災害復旧事業として

７,７４９万円、それぞれ予算措置されてい

ます。

三沢市は、漁港機能等施設や漁港外郭施設

等の復旧を、今年度中に３３施設のうち２３

施設の整備・復旧を目指す計画であるが、今

回の補正予算が執行された場合、震災以前と

比較して、どのくらいの復旧が図られるか、

はたまた、その生産高や販売高をどのくらい

見込めるのか、答弁を求めるものでありま

す。

以上で、私の議案第５５号平成２３年度三

沢市一般会計補正予算（第３号）についての

議案質疑を終わります。

○議長（馬場騎一君） ただいまの議案質疑

に対する当局の答弁を求めます。

経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 漁港関連災害

復旧費の第１点目、被災施設の予算執行後の

復旧率についてお答えいたします。

東日本大震災に伴う津波により被災しまし

た漁港関連施設の被害額は、当市が管理をし

ております製氷・貯氷施設、漁船巻き上げ施

設、荷さばき施設など１２施設のほか、青森

県が管理をしております漁港施設、さらには

漁業協同組合及び生産組合が管理をしており

ます共同利用施設等の２８施設で、８月末現

在で約３４億２,０００万円となっておりま

す。

また、被災した漁船や漁具の被害額であり

ますが、被害漁船７９隻と漁具等の合計額

は、８月末現在で約１１億１,２００万円と

なっており、漁港関連施設との合計で約４５

億３,２００万円の被害額となっておりま

す。

当市といたしましては、東日本大震災後に

漁業関係者より一日も早い施設の復旧要望が

ありましたことから、第１号専決予算から、

今回計上しております第３号補正予算の約９

億６,０００万円を含め、歳出ベースで約１

４億９,０００万円を震災施設の復旧費用と

して予算措置させていただき、復旧事業を進

めているところであります。

主な施設の復旧状況といたしまして、９月

１日より水揚げされました魚介類の鮮度保持

のために必要不可欠な製氷・貯氷施設が、施

設の試運転を兼ねながら稼働を始め、さらに

は、三沢漁港の主要漁種でありますスルメイ

カを荷揚げするために必要不可欠なベルトコ

ンベアと、県の管理施設であります浮き桟橋

についても、工事完了分から既に一部供用開

始している状況であります。

今後も早急な施設の復旧を目指していくと

ころでありますが、今回までに計上いたしま

した復旧関連予算を執行した上で、平成２３

年度末の予算額事業費ベースで約７８％の復

旧率となる見込みであります。

また、通常は補助事業の対象とならない漁

協の倉庫や生産組合の番屋等につきまして
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も、独立行政法人中小企業基盤整備機構の事

業を活用し、約１億４,０００万円相当をほ

ぼ無償で整備してもらうこととしておりま

す。

来年度以降の事業といたしましては、現

在、仮復旧が完了し、漁協事務所として利用

しております漁民研修施設と漁業者用の宿泊

施設であります漁民厚生施設、そして、県管

理の海水浴場施設が主なものとなりますが、

漁民研修施設と漁民厚生施設につきまして

は、今後、復旧方法などを関係者と検討を重

ねながら復旧してまいりたいと考えておりま

す。

次に、漁港関連災害復旧費の第２点目、復

旧関連予算への市費の計上についてでありま

すが、現在、災害復旧の事業におきまして

は、防衛省や水産庁の補助事業を活用させて

いただき、なるべく市の財政に負担がかから

ないように、さらには、漁協の財政負担をで

きる限り緩和できるように事業を進めている

ところであります。

しかしながら、補助事業を進める上で、制

度上、全額を補助していただくことは不可能

となっており、市が事業費の３割から５割、

金額にして約３億１,０００万円を負担し、

事業を進めているところであります。

また、国庫補助事業の対象外であります漁

民研修施設の仮復旧工事や漁民厚生施設解体

工事は、当市の財源で事業を実施しておりま

す。

また、漁協が実施いたしますフォークリフ

トや高圧洗浄機の機器購入事業に関しては、

購入費の一部を市が補助することとなってお

り、市の主力産業の一つであります水産業の

一日も早い復興に向け、関係機関とともに取

り組んでいるところであります。

なお、水産庁と青森県が事業費の３分の２

を補助いたします漁船漁業復興事業でありま

すが、実質漁業者が負担することとなります

約３割の負担分には、漁船保険の充当が可能

であり、ほぼ全額を賄えることとなっており

ますので、当市が事業費の補てん分を予算措

置しないことを御理解いただきたいと存じま

す。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） １７番。

○１７番（山本弥一君） ただいま答弁いた

だきましたので、若干の再質問をさせていた

だきたいと思います。

前段でも申し上げましたけれども、震災か

ら間もなく半年になります。この震災で、本

市の漁港機能や施設に甚大な被害を受けたと

ころであります。本市の漁協等の水産関係

が、先ほど４５億円余りに及んでおります

が、今回の補正予算で、復旧費として約１０

億円程度であります。

市長は、本市の基幹産業であります第１次

産業の発展なくして三沢市の繁栄はないと、

第１次産業への取り組みに力を入れてまいっ

てきているところであります。

しかし、今回の補正予算の対応を考え思う

とき、水産業の再稼働に向けて、早期の復

旧・復興を達成できるよう、市長の思いをこ

の大震災に大いに発揮していただくことを、

市民、漁民ともに期待をしているところであ

ります。

そこで、我が三沢市は、漁港機能等施設等

の復旧を、今年度中に３３施設のうち２３施

設の整備・復旧を目指すとしているが、今回

の予算の執行で７８％の復旧率という答弁で

ありましたが、残りの２２％をよりスピー

ディーに復旧・復興を図ることが、我が三沢

市の水産関係、漁業者等、市民全体の利益に

資するものであると私は思っておりますの

で、市長は、今後、市税を投入してでもス

ピード化を図るべきと私は思うわけでありま

すが、本市の水産業の発展を目指す市長のお

考え、今後の取り組みについて、再度、市長

から答弁をいただきたいと思います。

○議長（馬場騎一君） 市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

この復旧・復興については、専決というこ

とで、議員の皆様方には、こんなにも多く専
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決するのかというようなことも意見としてい

ただいた経過もございますが、そういう国の

補助も決まっていない時点で、早急にこれは

やらなければならないということで、議員の

皆さんにお願いをして、専決をさせていただ

きました。

そういうことで、今、その専決をしていた

だいたいろいろな事業について、国の補助が

決定されたというようなことでも提案をして

おりますけれども、いずれにしても、早期に

復旧をさせたいというようなことで、そのよ

うなことでお願いした経過もございます。

ただ、今も補正で御提案申し上げておりま

すけれども、例えば漁協の事務所等について

は、これからどこに、今の場所でいいのか、

また津波が来たら被害を受けるのではないか

と、そういう施設等もあるので、十分考慮し

ながら、今後、対応してまいりたいというよ

うなこともあって、そのようなことについて

はおくれているといいますか、先送りをして

いるというような実態でありまして、緊急を

要するものについては、御答弁申し上げたよ

うに、すべての──私はそう思っております

が、そういうことで対応したつもりでありま

す。

なお、県の事業であります、いわゆる防波

堤の問題とか、あるいは海水浴場の問題等々

については、これは緊急を要しないというよ

うなことで、随時これをお願いするというよ

うなことになっておりますので、御理解を賜

りたいと思います。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 以上で、議案質疑を

終結します。

─────────────────

◎日程第３０ 特別委員会の設置及

び議案の付託

○議長（馬場騎一君） 日程第３０ 特別委

員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審議に当たりましては、１８名をもって構成

する決算審査特別委員会、９名をもって構成

する予算審査特別委員会、同じく９名をもっ

て構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ

設置し、これに付託の上、慎重に行いたいと

思いますが、これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（馬場騎一君） 御異議なしと認めま

す。

よって、決算審査特別委員会、定数１８

名、予算審査特別委員会、定数９名、条例等

審査特別委員会、定数９名をそれぞれ設置

し、これに付託することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

決算審査特別委員会には、認定第１号から

認定第１１号までの１１件を、予算審査特別

委員会には、議案第５５号から議案第６０号

までの６件を、条例等審査特別委員会には、

議案第６１号から議案第７０号までの１０件

をそれぞれ付託します。

─────────────────

◎日程第３１ 特別委員会委員の選

任

○議長（馬場騎一君） 日程第３１ 特別委

員会委員の選任を行います。

ただいま設置されました３特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。

なお、特別委員会委員の方々は、本日散会

後、委員長、副委員長をそれぞれ互選して、

議長まで報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、はじめに、決算審査特別委員

会を大会議室において、引き続き、予算審査

特別委員会を大会議室、条例等審査特別委員

会を第２会議室において、それぞれ願いま

す。

─────────────────

○議長（馬場騎一君） 以上で、本日の日程

は終了しました。

なお、明日から１４日までは、特別委員会
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審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１５日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

午前１１時２２分 散会


